
　令和２～４年度地域活性化雇用創造プロジェクト　「高知県人材確保・育成・定着プロジェクト」

◆人口減少・高齢化の進行により県内市場が縮小する「人口減少による負のスパイラル」からの脱却に
　向けて、平成21年度にスタートした『高知県産業振興計画』において様々な取り組みを実施している。
◆その結果、県内総生産や県民所得といった主な経済指標は軒並み上昇し、人口減少下においても
　拡大する経済構造に転じるなど、大きな成果が現れている。
◆併せて、平成29年度から地域活性化雇用創造プロジェクトを活用した重点施策を実施したことで、
　高知県産業振興計画の流れが加速化し、平成30年度の有効求人倍率が1.27倍になるなど、安定
　的な雇用が多く創出された。

(一社)高知県移住促進・人材確保センターによる支援県内企業の魅力を効果的に発信し、人材を確保
県、市町村及び民間団体等と連携し、県外からの移住者の呼び込
み及び各産業分野の担い手の確保を図る。
◆各産業分野の人材ニーズの集約及びマッチング
◆都市部での移住フェア等の開催による求職者の掘り起こし
◆移住・交流コンシェルジュによるきめ細やかな相談対応

都市部での合同企業就職相談会や、業種、職種を絞ったターゲット別就職相談会の開催、企業訪問・短期イン
ターンシップの支援、ＩＴコンテンツ関連産業に特化した人材の掘り起こしと県内就職に向けた個別サポート、立
地企業の認知度向上による県内就職の促進など、県内就職の確度を高める個別具体的なマッチングを実施する。
◆ＵＩターン促進・就職支援事業　◆ＩＴ・コンテンツ人材確保事業　◆立地企業魅力発信支援事業　　

生産性向上の推進

公設試験研究機関等による支援

人材の育成

企業の経営基盤の強化！！

企業ごとの専任担当者の配置による経営課題の把握と解決に向けた伴走支援、５Ｓやデジタル化等を通じた省
力化・効率化の推進による生産性向上の実現、それを担う中核的な人材の段階的な育成に向けた研修の開催
など、総合的な視点から企業の自律的かつ安定的な経営基盤の強化を図る。
◆生産性向上等支援事業

経営者の意識改革とモデル事業所の育成等による雇用環境の改善 高知県働き方改革推進支援センターとの連携による支援

働き方改革の推進！！

企業トップセミナーの開催、職場リーダーの養成講座、働き方改革に精通した専門家による個別企業へのオーダー
メイド型支援（働き方改革推進モデル事業所の育成）、優良事例集作成による取り組みの横展開など、企業
トップの意識改革や経営マネジメント改革を通じた着実な雇用環境改善を推進する。

◆働き方改革実践支援事業

　◆働き方改革関連法の円滑な施行に向け専門家（社会保険労　
　務士など）による相談業務等を行う、国の働き方改革推進支援セ
　ンターと連携し企業を支援
【その他の県事業】
    ◆働き方改革推進キャンペーンの実施
　　◆働き方改革取組ガイドの作成と活用支援
　  ◆ＷＬＢ推進企業認証制度の普及拡大

      
・

連携して実施する県事業地域活性化雇用創造プロジェクト活用事業

高知県の現状

◆一方企業側では人手不足が深刻化し、企業経営の成長の足かせになっており、
　創出した求人に対する充足率の向上や、人材の定着に向けた取り組みの強化が
　喫緊の課題となっている。
◆そのため、安定した経営と両立する形での働き方改革の推進による「魅力ある職
 場環境づくり」や、経済成長の基盤となる「人材の育成・定着」を強力に押し進める
 必要がある。

課題と今後の方向性

取り組みの全体像

人
材
確
保
の
好
循
環
へ

人材確保の促進！！

経営課題の把握と伴走支援 県・(公財)高知県産業振興センターによる支援
◆事業戦略の策定支援
◆新製品・技術開発への補助　　◆販路開拓への補助

◆研究開発・技術支援　◆技術人材の養成

R2年2月 企画提案時



生産性向上等支援事業
　県内製造業を中心とした生産性向上（高付加価値化＋省力化＋デジタル化）による経営基盤の強化

高
付
加
価
値
化

省
力
化

①②を下支え

＜県＞
●産学官連携産業創出事業費補助金
 ⇒「チャレンジ型」補助率:企業・大学等10/10以内
　　　　500万円/年以内（下限額：100万円/年）
 ⇒「実用化研究型」補助率:企業2/3以内､大学等10/10以内
　　　　1,800万円/年以内（3年目は1,000万円/年）
 ⇒「事業化研究型」補助率:企業1/2以内､大学等10/10以内
　　　　1,000万円/年以内

＜国＞ ※低感染リスク型ビジネス枠あり
●ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金※
 　 ⇒補助率：1/2または2/3　上限：1,000万円
●小規模事業者持続化補助金※　
  　⇒補助率：2/3　上限：50万円
●戦略的基盤技術高度化支援事業
　　⇒補助率：2/3　上限：4,500万円/年

＜産業振興センター＞
●事業戦略等推進事業費補助金（製品開発）
　　⇒補助率：1/2　上限：200～1,000万円

＜国＞※低感染リスク型ビジネス枠あり
●ものづくり商業・サービス・生産性向上促進補助金※
　　⇒補助率：1/2または2/3　上限：1,000万円
●サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業費補助金※
　　⇒補助率：1/2　上限：450万円
＜産業振興センター＞
●新事業チャレンジ支援事業費補助金（設備投資）
　　⇒補助率：1/2～1/3　上限：1,500～3,000万円

設備投資の実行支援（補助金）

＜県＞
●中小企業設備資金利子補給制度
　⇒限度額：2,000万～1億円　補給率：1％
＜金融機関＞
●融資の実行（利子補給制度の活用）
＜国＞
●日本政策金融公庫の低利融資制度

設備投資の実行支援（融資）

＜産業振興センター＞
●コーディネーターによる市場のニーズやターゲッ
ト等に関する助言【地プロ】

●技術的課題の解決に向けた専門家の派遣
【地プロ】　R2実績：17回

●製品企画書の作成支援

●事業戦略等推進事業費補助金（市場調査）
　⇒補助率：1/2　上限：200万円
　
＜県・公設試験研究機関＞
●技術相談・技術支援

●新製品・技術の開発支援

●共同研究の実施

＜産業振興センター＞
●工場診断等による効率化の推進（５S、
作業プロセスの改善等）【地プロ】

●技術的課題の解決に向けた専門家の派遣
（デジタル化の推進、製造ラインの運用方法
の指導等）【地プロ】 R2実績：17回(再掲)

＜県・公設試験研究機関＞
●生産性向上推進アドバイザーによる助言

●新技術の開発支援（IoT技術を活用した
生産支援システム開発等）

●最新設備の活用（CAEや３Dプリンタなど
のデジタルエンジニアリングを活用した設計・製
造プロセスの効率化）

人材育成【地プロ・県単】
＜技術者養成講座＞

生産性向上に向けた課題解決ができる技術
スキルの習得（公設試験研究機関）

＜中核人材養成講座＞
職長を対象に工場の改善に向け、現場分析や現場改善
につなげる技術の習得（公設試験研究機関・中小企業大学校）

＜研究会・分科会活動＞
最新機器の活用研修等を通じた製品・技
術の開発力の向上（公設試験研究機関）

＜県・産業振興センター＞
○地消の推進
　●公的調達制度の活用
　●ものづくり地産地消・外商センターに
　　よるマッチング
　●ものづくり総合技術展の開催
　●地域のイベント等での市町村や
　　自主防災組織等への製品PR

○外商支援
　●県外見本市出展への
　　高知県ブース出展
　●外商コーディネーターによる
　　訪問営業活動
　●ミニ展示商談会の開催
　●県内へのバイヤー招聘
　●海外支援コーディネーターによる
　　海外展開支援
　●技術の外商商談会の開催
　●事業戦略等推進事業費補助金
　（販路開拓）
　　⇒補助率：1/2　上限：200万円

販路の開拓と
条件の良い受注の拡大

　　平成21年度にスタートした産業振興計画を官民協働で進めてきた結果、本県の経済は人口減少下においても拡大する構造に転じるなど大きな成果が現れている。一方、人口減少や雇用情勢の改善に伴う人手不足感が強まる中、これまで以上に働き方改革の推進や生産
性の向上が求められている。しかし、本県製造業の労働生産性（一人当たり付加価値額）は全国45位と低迷しており、他県と比して魅力的な求人や雇用環境を生み出すことが困難となっている。このため、働き方改革を進める基礎となる企業の生産性向上（高付加価値化・
省力化・デジタル化）や人材育成により経営基盤の強化を図り、求人条件や雇用環境を改善して求人の確保と職場への定着を図っていく必要がある。また、コロナ禍を契機とした社会構造の変化に対応するとともに、その先を見据えた施策の支援・強化が必要である。

現状・課題

経営課題の把握と個別の課題に応じた支援策の検討【地プロ・県単】

・（公財）高知県産業振興センターに以下の専門職員を配置し、事
業戦略を通じて企業の経営基盤の強化につながる生産性向上を支援
　〔事業戦略策定企業数（アウトプット）:R2実績 199社、R3目標 200社
　アウトカム：R2実績 85名(うち良質な雇用6名)
　　　　　　　　 R3目標 100名(うち良質な雇用3名)

　

⇒個別の課題に応じて支援チームを編成し、コロナの現況を踏まえた計
画の見直し等を含め伴走支援を実施

・検討会にて個別企業の支援策を検討
・専任担当者が企業の経営課題を報告
・個別課題に応じた支援チームの編成や具体的なアドバイス内容を
　決定するとともに進捗管理を実施
〇メンバー
　・県、産業振興センター、働き方改革推進支援センター、金融機関、
大学、公設試験研究機関、移住促進・人材確保センター、 産学官民
連携センター、事業承継ネットワーク事務局、信用保証協会　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

外部有識者による検討会（適宜開催）

指示／助言

専門職員の配置による伴走支援

指導・助言【地プロ・県単】

＜キャリア形成フォローアップ＞
有識者等の派遣による雇用環境改善の助言や社員の
キャリアアップにつながる研修の実施【地プロ】

製品開発・設備投資【県単】 販路開拓【県単】

働き方改革推進支援センター、移住促進・人材確保センターと連携して働き方改革や人材確保を推進　　　　

①統括（２名）   R2企業訪問等の実績：544回※以下同様
　・②、③の専門職員を統括し、専門的な見地から指導・助言を行う

②生産技術・機械設計コーディネーター（１名）R2実績：345回
　・５Sや作業プロセスの改善等について指導・助言を行う
　・企業の課題に応じて他の支援機関や各種支援制度を紹介

③企業ごとの専任コーディネーター（７名）R2実績：2,532回
　・企業ごとに専任担当者を配置し、課題の把握と指導・助言を行う
　・企業の課題に応じて他の支援機関や各種支援制度を紹介　　　　　　　　　　
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　　　工業振興課　 　　R3当初予算:481,940千円
　　　　　　（一）343,106千円
　　　　　　（国）138,834千円
　　　　　うち地プロ　52,905千円

新

・（公財）高知県産業振興センターにR3年度から新たにデジタル化推
進部を設け、企業のデジタル化に向けた取り組みを支援

⇒個別訪問による掘り起こしやデジタル化に向けた伴走支援を実施

専門職員の配置によるデジタル化支援 新

〔体制〕
・デジタル化推進監（１名）
・デジタル化推進コーディネーター（１名）　　



      
❶ 経営者の意識
・働き方改革の意義について｢あると思う｣
 の割合は78.1％となっている
 

   
 
 
 

❷ 取組に関する経営者の意向

 
   

 
 
 

❸ 働き方改革に関する労働者の意識
・働き方改革に関する労働者の意識が「変
 わらない」割合は48.1％と高い状況で
 ある
 

   
 
 
 

❹ 働き方改革関連法の改正に対する対応
・働き方改革関連法の改正に対応して「就業規
 則又は労働協約を変更した」割合は20.7％
 にとどまっている
 

    
  

❺ 企業内の推進体制
  
 
・働き方改革に取り組んで
 いる企業ほど、働き方
 改革の要となる推進
 体制(組織の設置や
 担当者の配置)を
 整備している
 割合が高い
 が、推進
 体制を整
 備してい
 ない割合
 が70%超
 となっている

 

  

見えてきた課題

１ 働き方改革を進めるための意識醸成

・経営者や従業員の意識醸成(現状❶∼❸)

３ 企業の生産性向上に向けた支援

・生産性向上に向けた働き方改革の支援

 (現状❷❺❻)

２ 企業の体制づくり、人づくりに向け

た支援

・労働関係法令の普及・啓発支援(現状❹)

・企業の課題解決を進める人材の育成

 への支援(現状❺)

・企業内の働き方改革を推進する組織

 づくりへの支援(現状❺)

 ◆モデル優良事例の紹介
　　(県の広報番組やホームページ、業界団体等の広報媒体を活用)

　　　４

 
 ◆参加企業数(アウトプット)
 ①リーダー養成　
　R2実績：17社
　R3目標：20社
　　　　　　　　
 ②WLB実践支援事業
　R2実績：3社　　　
　R3目標：4社

 ◆就職者数(アウトカム)　
　R2実績：4名
 (うち良質な雇用：1名)
 
　R3目標：9名
 (うち良質な雇用：2名)
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
  　　　　　　　  　　　　　　　　　　　 　　　

地プロ 目標 

働き方改革についての県内の現状 ー 令和元年高知県労働環境等実態調査報告書 令和元年10月 雇用労働政策課 － 従業員5人以上の5,000社を対象 1,968社から回収 回収率39.4%

　　　課題解決のための取り組みのポイントとR３年度施策 

・働き方改革に「既に取り組んでおり、効
 果が現れている」割合は12.2％にとど
 まっている

●年次有給休暇平均取得率

   

●男性の育児休業取得率

 
 

    

  

働き方改革に関連する指標（全国と県の現状）

４ ロールモデルの横展開

・優良事例のノウハウを共有(現状❶∼❻)

56.1%

51.1%

高知県

全国

n=1,435

高知県:Ｒ元高知県労働環境等実態調査
全国:H30就労条件総合調査

❻ 「働き方改革の取り組み状況」と「働き方改革の取り組みによる生産性向上」との関連性
・働き方改革に取り
 組んでいる企業ほ
 ど、生産性の向上
 につながっている
 割合が高くなる傾
 向が見られるが、
 一方、生産性向上
 につながっていな
 い割合もまだまだ
 大きい

      

上段：実数
下段：割合

調査数
高まってい
る

やや高まっ
ている

変わらない
やや低く
なっている

低くなってい
る

わからない

全体
1825
100.0

28
1.5

277
15.2

1036
56.8

55
3.0

46
2.5

383
21.0

Ａ企業:働き方改革実施企業(効果あり)
221
100.0

19
8 .6

95
43 .0

82
37.1

6
2.7

3
1.4

16
7.2

Ｂ企業:働き方改革実施企業(効果まだ)
552
100.0

5
0.9

109
19 .7

320
58.0

30
5.4

20
3.6

68
12.3

Ｃ企業:働き方改革未実施企業
757
100.0

4
0.5

62
8.2

469
62.0

16
2.1

16
2.1

190
25.1

Ｄ企業:働き方改革未認知企業
245
100.0

-
-

9
3.7

131
53.5

3
1.2

6
2.4

96
39.2

n=3,697 ※調査全体の有効回答数

6.2%

7.6%

全国

高知県

n=1,424

n=3,795 ※調査全体の有効回答数

高知県:R元高知県労働環境等実態調査
全国:H30雇用均等基本調査

　　　　
　　　　 

　　

２　
　
１　　働き方改革を進めるための意識醸成

　＜官民による高知県全体としての取り組み＞
◆高知県働き方改革推進会議と連携した働き方改革推進キャンペーン
　の実施（男性のプレ育休(育児のための休暇)取得促進）
＜経営戦略としての働き方改革への理解＞

   　   企業の生産性向上に向けた支援3

◆労働環境等実態調査
◆経営基盤強化の取り組みと連携した働き方改革の推進
　(産業振興センター、商工会議所、商工会)
◆高知版Society5.0の実現に向けた産業集積と課題解決型産業創出
 の加速化
◆デジタル化に対応するIT人材の育成
◆首都圏・関西圏からのIT人材の確保
◆生産性向上推進アドバイザーによるプッシュ型支援の強化
◆工場の生産性向上、高付加価値製品・技術の開発に向けた支援強化
（工業技術センター）　
◆設備投資の実行に向けた支援（国の補助金・助成金、民間融資の活
 用）

◆働き方改革推進支援センターによる企業の労働条件や労働環境の整備等の支援
◆WLB推進企業認証制度の普及拡大
 （高知家健康宣言企業、育休宣言企業、一般事業主行動計画策定企業へ
　アプローチ)
◆WLB推進アドバイザーによる支援強化　(努力義務である規模の企業の次世代育
　成支援対策推進法、女性活躍推進法による一般事業主行動計画の策定を支援）

大いに

あると思う

28.8%

少しは

あると思う

49.3%

ないと思う
5.8%

わからない
16.1%

n=1,881

既に取り組ん

でおり、効果

が現れている
12.2%

既に取り組んでいるが、

まだ効果は現れていない
30.3%

現在取り組ん

でいないが、

今後取り組む

予定
21.7%

取り組むか

検討中
21.2%

取り組む予定

はない
14.6%

n=1,849

高まっている
3.5%

やや高まっている
28.4%

変わらない
48.1%

やや低く

なっている
0.4%

低くなって

いる
0.2% わからない

19.5%

n=1,847

就業規則又は

労働協約等を

変更した
20.7%

就業規則又は

労働協約等を

変更予定
40.4%

就業規則又

は労働協約

等を変更する

予定はない
38.9%

n=1,744

人事労務部署等の所掌

に「働き方改革」を位置

づけている
6.0%

部署横断的

な組織を設

置している
1.8%

部署や組織

はないが担

当者がいる
19.9%特にない

72.3%

n=1,862

　　　働き方改革実践支援事業　～県内企業等の働き方改革の推進～

　　企業の体制づくり、人づくりに向けた支援
　

　　ロールモデルの横展開
　

　　雇用労働政策課　

　　　５　　ウィズコロナ時代に対応した働き方の推進
　

 　　　 　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆シェアオフィス整備等への支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 ◆テレワーク導入に関する情報提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆テレワークセミナーの開催

◆働き方改革トップセミナーの開催(2回　6/4、11/26)
◆働き方改革取組優良事例集の作成、配布(2万部)

◆WLB実践支援事業によるコンサルティング［再掲］

◆企業の働き方改革の取り組みの中核となる働き方改革推進職場リーダーを養成
　（集合型・連続3回講座　6/17、7/15、8/26）
◆WLB実践支援事業による、企業内で働き方の好循環を生む組織づくりに向けた
  働き方改革の専門家によるコンサルティング(４社×８ヶ月程度の継続支援)

◆働き方改革取組優良事例集の作成、配布[再掲]

◆働き方改革トップセミナー[再掲]
◆働き方改革推進職場リーダー養成[再掲]
◆WLB実践支援事業[再掲]

R３当初予算額　15,855千円
(一)　3,172千円　
(国)12,683千円

５ ウィズコロナ時代に対応した働き方

の推進

･コロナ禍に打ち勝つ企業経営が不可欠

地プロ事業は、感染症防止対策としてオンラインを併用して実施。



• 事務系立地企業は、5市町に18事業所が立地し1,200人が勤務
している管理者と従業員のフラットな人員構成が多く、その中には組
織が脆弱なケースがある

• 企業の経営基盤の強化を図るためには、中核となるリーダーの育成や
職場への人材の定着を図ることが必要

（１） 事業内容
　　①セミナー型研修（２回　基礎編・応用編）
　　　　事務系立地企業で就業している従業員に対して、キャリア形成のための心構え等の基礎編と振り返り応用編のセミナー型のオンライン研修を実施

　　②オーダーメイド型研修（企業の個別課題に応じて都度開催）
　　　　各企業の個別の課題解決につながる個別企業向けのオンライン研修を実施（例：コーチング、プレゼンテーション能力向上、論理的思考）
　　　　(事前に有識者による企業ヒアリングにより課題等の抽出を実施)
　　　　　⇒立地企業の管理者等に対して業務運営の課題をヒアリングし、次年度以降の従業員のキャリア形成につながるアドバイスを実施
　

（２）研修参加者
　　　　一般従事者から管理者（リーダー、班長等）候補

（３）研修の効果
　　　・有識者の個別企業へのヒアリングに基づくアドバイスにより、企業が課題解決に向けた取組を実施することで、中核人材の育成と経営基盤の強化を図る
　　　　ことができる
　　　・個別企業へのヒアリングによる課題抽出により、企業のニーズにあった研修の実施とともにより多くの従業員が研修に参加でき、人材の定着促進につながる
　　　・中核人材の有無が企業誘致のポイントになることもあり、フォローアップの一環として他の県にない規模の研修を実施することで、新たな企業誘致策とする　　
　　　　ことができる

 　生産性向上等支援事業(立地企業キャリアアップ研修)

現
状
・
課　
題 

新規案件の発掘 誘致活動
高知県への
立地決定

アフター
フォロー

増 設

• 県が誘致をした事務系立地企業に対して、有識者による企業の課題等
をヒアリングし、企業の課題に応じたオーダーメイド型研修の提案と実施

• 従業員のキャリア形成やモチベーションアップにつながるセミナー型の研修
（基礎編・応用編）の実施

⇒感染症防止対策、ウィズコロナに対応した働き方として、WEB会議システ
ムの活用によるオンライン研修を実施

対
応

事業内容

各企業の個別の課題に応じたオーダーメイド研修を組み立てることにより、中核となるリーダーの育成や人材の定着を支援

R3当初予算額   13,396千円
        （一）  2,680千円
                  （国）10,716千円

企業誘致課　

R2実績　アウトプット：9社　R3目標　アウトプット：12社　　(アウトカム設定なし)



　 立地企業魅力発信支援事業

　

事業内容

　　　本県で働きたいと考えている県内外の幅広い層の人材に対して、ハローワークや学校等の関係機関と連携して、立地企業の仕事の内容や魅力をＰＲし、
マッチングを図ることで、県内はもとより、県外にいる県出身の学生やコロナ下で増加している県外からの移住検討者等の立地企業への就職を促進するとともに、立地企業が事業
拡大に取り組む上で必要な人材確保を支援する。

対応

R３当初予算額　  5,287千円
(一)　1,059千円　
(国)　4,228千円

立地企業（※）の人材確保の課題

※誘致企業や企業立地促進事業費補助金を活用して事業拡大に取り組んでいる企業

立
地
企
業
へ
の
就
職
確
度

高

低

就職を本格的に
検討する層

立地企業について
詳しく知りたい層

高知県で働きたいと
考えている層

就職の実現 下記の取り組みにより、企業の情報や魅力を幅広く発信

県とハローワークが就職に直接つながる支援を実施。個別の会社説明会・面接会の開催支援

　事務系立地企業紹介冊子「en」を作成し、学校やハローワーク等関係機関へ配布する(６千部作成予定)。また、県の
HP上に立地企業の仕事の内容や魅力等に関する記事を作成し、SNS等を通じて県内外の求職者に幅広く発信すること
で立地企業への理解促進を図る。（企業への取材及び記事作成等を専門とする事業者へ委託）

 立地企業紹介コンテンツ 通年での企業ＰＲの機会を創出

　求職者や学生等をターゲットとし、立地企業の仕事の内容や求人情報等を直接説明する。また、立地企業と求職者等
の個別マッチングの機会を創出し、より具体的な企業情報を発信することで、立地企業への理解や興味を深める。（人材
確保に関するイベントの企画及び運営を専門とする事業者へ委託）
　
★各エリアの特性に合わせた実施内容の変更を検討
（例）

 合同企業説明会

・30～40代の参加者の多い香南市会場：合同企業説明会＋企業見学会、面接会
・求職者の少ない幡多エリア：折り込みチラシ等広報の工夫

本県の人材確保の現状

少子化・高齢化による人口減少
＋

全国的な雇用情勢の改善

人材の県外流出が深刻
　特に、若者の県外就職

※参考
県出身県外大学生の県内就職率　18.4％(H31.3）、18.6％(R2.3)
高校生の県内就職割合　66.9％(H31.3)、64.7％(R2.3)

県内企業と比較して馴染みが薄く、
ハローワークや学校等関係機関とのネットワークが十分でない

本県で働きたいと考えている求職者や学生に仕事の内容や魅力が伝わりづらい

情報発信

情報発信

地域活性化雇用創出プロジェクト活用事業

企業誘致課　

R2実績　アウトプット： 82名　アウトカム：8名（うち良質な雇用：2名）
 R3目標　アウトプット：100名　アウトカム：6名（うち良質な雇用：3名）

（県内4箇所(高知市、香南市、土佐市、四万十市)で5回、オンラインを併用して開催）



工業振興課／新産業推進課　　　ＩＴ・コンテンツ人材確保事業

現状と課題
・IT・コンテンツ企業の集積は順調に進捗(累計24社、新規雇用者数367人)　R3.4.1現在
・既に立地した企業の人材の採用は今後も拡大が見込まれるとともに、新たに立地を予定している企業も出て
きている状況 

・県内での人材育成の取り組みである高知デジタルカレッジ(R3から「IT・コンテンツアカデミー」から改称)におい
ても、累計でのべ10,000人を超える方が受講

・今後、さらなるIT・コンテンツ関連産業の振興を図るためには、人材確保が鍵
　①県内では、今後も人手不足の状況が継続見込み
　②立地企業の成長や企業立地の促進のためには、エンジニア等に加えマネジメント層の人材確保が必要
　③高知デジタルカレッジの受講生を県内企業への就職に誘導する仕組みが必要

マネジメント層、エンジニア等の人材確保に向けた取
り組みの充実・強化
・会員の掘り起こしの強化
　(コロナ下で増加している「新しい働き方」を希望す
る方も新たなターゲットとする)
・県内外での就職・転職や移住に向けた個別サポー　
トの充実
・受け皿となる県内企業の掘り起こし(非IT系含む)

対応策

２　個別サポート(アウトプット)　R2実績：面談数75名 延べ100回、R3目標：40名

交流会参加者、エキスパートコース県外版受講者、高知デジタルカレッジ受講者、各種イベント等の参加者など、１で掘り起こした人材を対象に本県への就職・移住に向けた
個別サポートを実施
（個別サポートの内容）
　○本県への就職・移住に関する相談を希望する方（以下、相談者）に面談を実施
　○相談者に以下の情報を提供
　　・県内企業の事業内容・魅力・求人の情報　　　・県内職業紹介事業者の情報　　　・相談者の希望の職種や雇用条件、資格等にマッチする企業の情報
　　・職務経歴書の書き方等の面接対策　など
　

1　人材の掘り起こし　R2実績：会員登録数 累計617名、R3目標：＋100名

⑥その他のネットワークを活用した掘り起こし
（県関係）
・東京事務所（メルマガ配信(2,600名)）、関東高知県人会（HPによる発信）、まるごと高知（HP、Twitter、Facebookによる発信）　など
（県内高等教育機関）　
　工科大学（卒業生(約2,300名)へのメール）、高知高専（校友会登録者(約600名)へのメール）、龍馬学園（情報系学科卒業生(約1,000名)への郵送、HP・ブ
　ログによるPR）、開成専門学校（HP、FacebookによるPR）　など

②首都圏のIT関連イベント等(2回)を通じた掘り起
こし
・首都圏のIT・ｺﾝﾃﾝﾂ関連のイベント、勉強会
  等へ参加　→一部オンラインでの参加も実施

①首都圏での交流会(3回)を通じた掘り起こし
・人的ネットワークを持つ首都圏の企業と連携し交流
　会を開催　→一部オンライン開催も実施

④アプリ開発人材育成講座＜エキスパートコース 
　 県外版＞による掘り起こし
・エキスパートコース県外版講座運営事業者との連携

③高知県移住促進・人材確保センターとの連携に
   よる掘り起こし
・高知家で暮らし隊及び高知求人ネットのメルマガの
 活用
・高知暮らしフェアや就職・転職フェア(10月に東京・大
阪で開催)へのブース出展
（県又は県内IT・コンテンツ企業の参加）
　→一部オンライン開催も実施

⑤高知デジタルカレッジ受講生の掘り起こし
・アカデミーの講座(3講座×3回)等において企業紹介
等を実施

産業デジタル化推進課
R3当初予算額 22,915千円

     （一）  4,583千円
               （国）18,332千円

うち地プロ 19,943千円

◆アウトカム　R2実績：3名(うち良質な雇用：0名)　　R3目標：15名(うち良質な雇用３名)
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STEP3：主体的な就職・
転職活動の支援

④企業訪問支援
■場所：高知
■利用：約50～80名/年を想定
・相談会に参加したUIターン希
 望者の企業訪問、短期イン
 ターンシップを支援

ＵＩターン促進・就職支援事業

఼ 

৷ 

એ 

மؙ

○県内３４市町村と、一次産業、商工業、福祉などの各産業団体が参画した「オール高知」
 体制により移住促進と人材確保を一体的に実施するため、H29.10.17に設立。
○主な業務：移住・就職相談、人材マッチング、情報発信、イベント運営、人材育成等
○拠点：高知、東京、大阪

事業実施主体：(一社)高知県移住促進・人材確保センター

【事業目的】
移住促進及び各産業分野と連携した一体的な担い手確保の取組を行う「（一社）高知県移住促進・人材確保センター」を中
心に、仕事を探す都市部人材に対し、当該事業を通じて、県内企業の情報発信及びUIターン希望者に対するきめ細やかなア
プローチを行うことにより、担い手不足が深刻化する県内企業へのUIターン就職の促進を図る。
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、対面形式とオンラインを併用した形でより効果的に事業を実施する。

【Uターン者の獲得対策】
■県内の家族を通じてＵターン
 希望者に参加を呼び掛ける
 広報を展開
 ⇒県内新聞広告・折り込み、
 CM放送、チラシ設置 等

求職者
・

UIターン
希望者

誘導

【Iターン者の獲得対策】
■インターネット広告を中心に
 就職・転職、移住関心層の取
 り込みを図る
 ⇒リスティング広告、
  SNS広告、バナー広告 等

     就職・転職
       活動

   ④企業理解を深める③高知の企業を知る  ②高知の企業を知る／③方向性を明確にする①情報が届く

UIターン希望者のサポートデスク
として、相談者の就職・転職活動状
況に応じたメニューを提案

STEP2 : 県内企業の情報発信・ターゲット
別アプローチの展開

③合同企業就職相談会
 （高知就職・転職フェア）
■場所：東京、大阪
■時期：10月（２回/年）
・担い手を求める県内企業の人事担
 当者が参加した就職相談会を実施
・参加企業数：50社程度/回
■R2実績※感染症の影響によりオンライン化

 夏：企業面談44名、就職相談18名
 冬：企業面談45名、就職相談21名
 （参加求職者数：114名、重複14名）

②オンライン合同企業就職相談会
【R3新規】
■場所:オンライン（特設サイト）
■時期:6月～8月、11月～2月
・県内企業の企業情報、紹介動画、
 求人情報等を特設サイト上に掲載
・企業とのオンライン面談、センター
 スタッフの申込みができる。
・参加企業数:50社程度（随時募集）

誘導

STEP1: 
移住相談会と連携した就職相談

①移住相談会と連携した就職相談
【R3新規】
■場所：東京、大阪
■回数：12回/年（6月～11月）
・移住相談会の参加者（UIターン
 希望者）に対して県内企業情報や
 求人情報等を提供

※広域（エリア別）移住相談会会場 
 において就職相談を実施。

誘導

・実際に企業へ訪問し、仕事への
理解を深めたい

本県への移住（Iターン）関心層についても、平
成30年に実施したアンケート調査の結果、回答
者のうち、約半数の方が『移住後の心配・不
安』なこととして、「仕事」「収入」「就職」
を挙げており、高知県内企業の情報提供は有効

※補助対象外事業

商工政策課 R３当初予算　21,091千円
(一)　6,371千円　
(国)　14,720千円

■R3目標
・アウトプット
 ①∼③の合計参加求職者数：310名
・アウトカム：15名
 (うち良質な雇用：2名)


